

（様式　３）
企　画　提　案　書
１　法人等の概要
	名　称
	

	代表者職・氏名
	

	所在地
	

	設　立（和暦）
	　　　　　年　　　月　　　日

	法人全体の人員構成
（令和　年　月　日現在）
	正社員 （Ａ）
	人

	
	その他職員 （B）
	人

	
	職員合計 （Ａ＋Ｂ）
	人


※法人等のパンフレット等、参考資料があれば添付してください。

２　業務実施体制
	・業務責任者や体制とその工夫について記載してください。
・類似業務の経験や業務内容に関する専門知識、ノウハウ等の有無及び内容について記載してください。



３　提案内容
（１）検討・作成作業
	検討・作成作業（案）
・検討作業について、当課（現地及びweb会議）における対象の統計データの作成手順等の確認方法とその工夫について記載してください。
・検討しているオープンデータ化の手法（案）とその工夫について記載してください。



（２）相談体制の構築
	相談員の配置
・相談に対応する手段（電話、メール、その他等）と体制について記載してください。
・相談対応者の類似業務の経験や業務内容に関する専門知識、ノウハウ等の有無について記載してください。

相談員　氏名
　　　　業務実績




４　業務工程表
	実施時期
	業務内容

	
	

	
	

	令和　年　月
～　　月
	


	
	県との協議：

	令和　年　月
～　　月
	


	
	県との協議：

	令和　年　月
～　　月
	


	
	県との協議：

	令和　年　月
～　　月
	


	
	県との協議：

	令和　年　月
～　　月
	


	
	県との協議：

	令和　年　月
～　　月
	


	
	県との協議：



５　業務実績
	[bookmark: _GoBack]・地方公共団体等の調査業務委託実績の有無及び内容について記載してください。（令和２年度以降の実績について記入してください、又契約書の写しも添付してください。）











６　見積
契約にかかる見積書を提出してください。
・見積金額には、消費税及び地方消費税を含まない金額を記載してください。



７　加点項目
別紙「様式４ 事業者の取組に関する申出書」を添付資料とともに御提出ください。
※「統計データ利活用推進事業に係る公募型プロポーザル実施要領」記載の審査基準表「評価項目」に該当がない場合は提出不要。
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